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１．はじめに
　釣りや遊泳といった水環境での余暇活動は，レクリエーション活動の中でも多くの人々が参加している活動の一つである。他方で，その活動には，怪我や病気，死亡などのリスクも伴っている。1999年から2008年までの海岸での水難事故の発生件数と水難事故による死亡者数を比較すると，１件の事故の発生に対し50％程度は死亡するといった，高い割合になっている。人々が安心してレクリエーション活動を楽しむために，水難事故に対する対策は重要と考えられるものの，その費用対効果を示す必要がある。

本研究は，海岸でのレクリエーション活動を想定したリスク削減便益の計測を試みるものである。
２．分析方法

評価手法として表明選好法を用いた。リスクを削減する事業に対する支払意思額を質問する。既存研究に倣い，削減便益はオプション価格の概念に基づいて計測されることを想定する。
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調査データは，2009年に実施した宮城県の海水浴場を対象とした調査に基づく。調査表には，仮想的なリスク削減幅のシナリオが提示されるため，削減されるリスクの基準値が必要となる。ここでのリスクは，死亡リスクとし，当時の宮城県の人口が約234万人，水難事故者数が8人，海水浴場の利用者が約38万人であることから，1.3/38万人をリスクの基準値とし，そこから10％，50％，90％削減するシナリオを提示した。なお，この死亡者数には，遊泳中以外の事故も含まれている点に注意が必要である。
　支払額は，10年間の政策の効果に対して，税金の徴収という形で質問され，各リスク削減幅に対して，0円, 100円, 300円, 500円, 1,000円, 3,000円, 5,000円, 7,000円, および 10,000円から選択してもらった。
３．分析結果

推計結果の一部を左表に示す。第一列の説明変数にある「怪我」の項目は，自分の怪我か他人の怪我かで分け，①が軽微な怪我，②が中程度，③が重傷と分類されている。ドライブは，遊泳を伴うか否かで分けられている。

推計は，第一行にあるように削減幅別に行われた。主たる結果として，WTPはすべての削減幅で負値となったものの，10％の削減幅では，有意とは言い難い。削減幅の小ささのため，全体的にWTPが低下したためと考えられる。次に，所得はすべての結果で正値かつ有意となっている。学歴や職種では，有意となった結果少なく，影響の程度は小さいと推察される。他方，自分の怪我の経験は，有意と考えられる結果が多く，軽度及び重傷は正値，中程度では負値となっている。これは中程度の怪我を経験した回答者が軽傷者よりも少なく，かつ，重症の経験者は高い支払額を示すためと推察される。
　この表から計測された支払額（信頼区間）は，10％削減のケースで47円[-1,053円, 1,363円]，50％削減のケースで807円[-863円, 2,708円]，1,850円，[-982円, 5,022円]となった。
４．結論

この調査結果では，海水浴場でのレクリエーション活動中のリスク削減の効果は，10年間で10％削減のケースで47円，50％削減のケースで807円，1,850円となった。また，支払額に与える影響として，自身の怪我の経験があげられた。リスクの表現や認知の過程など調査表の見直しを行い，この値の妥当性について今後検証したい。
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Rates�
90%�
50%�
10%�
�
定数�
0.21880�
0.08406�
-0.22530 a�
�
WTP�
-0.00042a�
-0.00076 a�
-0.00117 c�
�
所得�
0.00054 a�
0.00043 a�
0.00020 a�
�
性別�
-0.00997�
-0.20040 b�
-0.27800�
�
年齢�
-0.00621 c�
-0.00252�
0.00140�
�
専門学校�
-0.11240�
-0.00657�
0.08555�
�
短大�
0.42070 a�
0.22590 c�
-0.05145�
�
大学�
0.12310 c�
0.12780 c�
0.19720 a�
�
大学院�
0.22210 c�
0.14560�
0.30740 b�
�
非正規雇用�
0.22840 a�
0.08519�
0.07305�
�
主婦�
-0.25180 a�
-0.25390 a�
-0.05818�
�
怪我：自分①�
0.37420 a�
0.28330 a�
0.20270 b�
�
怪我：自分②�
-1.47400 a�
-1.40800 b�
1.30100 b�
�
怪我：自分③�
1.98700 a�
5.02100 a�
2.73000 a�
�
怪我：他人①�
0.03003�
0.02077�
-0.02624�
�
怪我：他人②�
0.64000 c�
0.47800�
0.30570�
�
怪我：他人③�
-0.34610�
-0.14160�
-0.51970 b�
�
将来利用�
0.02021 a�
0.02234 a�
0.00477�
�
遊泳�
0.24710 a�
0.24890 a�
0.14950 b�
�
サーフィン�
0.26640�
0.35000 c�
0.11750�
�
釣り�
0.01750�
0.06676�
0.07621�
�
ドライブ①�
0.28270 a�
0.24400 a�
-0.01938�
�
ドライブ②�
-0.00116�
-0.01644�
-0.00136�
�
Max.LL�
-4,153.7231�
-3,538.5154�
-3,070.4619�
�
R2�
0.2105�
0.2906�
0.2687�
�
*a: p<1%, b:p<5%, c<10%
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